
整備事業評価書（強い農業づくり交付金）

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

産地競争力の強化 3 0 3 74.3 3 有

　水稲の乾燥調製貯蔵施設整備の取り組みについては、出
穂期の高温による影響が大きかったさくら市では、下位等級
指数の目標が達成できなかった。適期刈り取りを徹底するよ
う引き続き指導が必要である。
　また、施設の利用率が向上しない要因のひとつが、飼料用
米と主食用米の荷受時期が重なっていることにあるため、飼
料用米の荷受時期の調製と、生産者への周知を指導する。
　水稲の育苗センター整備については、目標は達成できてい
ないものの利用率の向上により事業の効果が現れているた
め、更なる利用推進により資材費と労働時間の削減について
指導する。

　事業を実施したいずれの地区においても成果目標の一部
が達成されておらず、事業効果が得られていない。

　水稲の乾燥調製貯蔵施設整備のうち、再編後の利用率が
目標に達していない地区については、主食用米と飼料用米
の施設利用時期の重複を解消するため、それぞれの荷受時
期の重複を避けた施設利用計画を作成の上、生産者に対し
て荷受け時期を事前に周知する必要がある。また、高温障害
によって下位等級指数が計画時より増加した地区について
は、適切な水管理、土づくり等の高温障害対策技術を実施す
るとともに、高温耐性品種への転換についても検討が必要で
ある。
　また、水稲の育苗施設整備については、施設の主な利用者
である担い手への農地集積を進め、作業を効率化すること
で、さらに労働時間を削減する必要がある。

　県に対しては目標達成のための改善措置の内容と成果の
報告を求める。

食品流通の合理化

（注）１．「成果目標の平均達成率」欄は、別紙様式２に記載された率について確認の上、転記する

　　　２．「都道府県による総合所見」欄は別紙様式２に記載された内容を確認の上、転記する

評価対象
地区数のう
ち、都道府
県が事業
実施主体
へ改善指
導を必要と
した地区数

地方農政
局等から都
道府県計
画の改善
指導の必
要の有無

（都道府県名：栃木県）

政策目的
事業実施
地区数
ア

評価対象
外地区数
イ

評価対象
地区数
アーイ

成果目標の平均達成率



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（栃木県　平成２６年度）
メ

ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費
備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

矢板
市

塩野谷
農協

稲（新
規需要
米を除
く）

調製施設の機能
強化（色彩選別
設備導入）し、
広域利用等によ
り米の品質安定
化に取り組み、
等級比率の向上

を図る。

下位等
級指数
（事業
実施年
度の前
7中5平
均）
7.0％

(事業
実施地
区の一
等米比
率）

下位等
級指数
0％

(100%)

下位等
級指数
2.42％

(97.58
%)

下位等
級指数
0.6％

(99.4%
)

下位
等級
指数
3.5％

(96.5
%)

182.9%
下位等級指数
が6.4ポイン
ト減少した

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設等再
編利用

矢板ＣＥの調
製施設を機能
強化し、施設
間の連携によ
る米の安定化
に取り組む施
設の機能分担
により新規需
要米等の生産
拡大に取り組
み、利用率の
向上を図る

利用率
86％

利用率
102％

利用率
101％

利用率
96％

利用
率

100％
71.4%

施設利用率
が10ポイン
ト向上した

穀類乾燥調製貯
蔵施設増強・調
製施設（色彩選
別設備）・附帯

施設

55,650, 000 26,500, 000 0 0 29,150,000 H24.3.15

　事業実施前年産米
の下位等級比率は高
かったが、事業実施
３年後の下位等級比
率は0.6％で８月上
旬の高温の影響もあ
まりなくやや良かっ
た
　なすひかりの作付
けが少なかったので
施設荷受しなかった
また、新規需要米の
作付が増えたが主食
用米と荷受け時期が
同時期となり荷受が
集中したため利用率
は目標達成に至らな
かった。
　飼料用米の荷受時
期をずらして施設の
利用率向上を目指
す。

施設の利用率が
成果目標を達成
できなかったも
のの、計画時よ
り利用率が向上
していることは
評価できる。
下位等級指数に
ついては、計画
通り目標が達成
されたものと認
められる。

さく
ら市

塩野谷
農協

稲（新
規需要
米を除
く）

調製施設の機能
強化（色彩選別
設備導入）し、
広域利用等によ
り米の品質安定
化に取り組み、
等級比率の向上

を図る。

下位等
級指数
（事業
実施年
度の前
7中5平
均）
7.3％

(事業
実施地
区の一
等米比
率）

下位等
級指数
0％

(100%)

下位等
級指数
1.55％

(98.45
%)

下位等
級指数
10.8％

(89.2%
)

下位
等級
指数
3.6％

(96.4
%)

-94.6%
下位等級指数
が3.5ポイン
ト増加した

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設等再
編利用

氏家ＣＥの調
製施設を機能
強化し、施設
間の連携によ
る米の安定化
に取り組む施
設の機能分担
により新規需
要米等の生産
拡大に取り組
み、利用率の
向上を図る

利用率
79％

利用率
104％

利用率
103％

利用率
101％

利用
率

100％
104.8%

施設利用率
が22ポイン
ト増加した

穀類乾燥調製貯
蔵施設増強・調
製施設（色彩選
別設備）・附帯

施設

53,550, 000 25,500, 000 0 0 28,050,000 H24.3.15

　事業実施年産の下
位等級比率は0％で
天候にも恵まれた事
もあり品質は良かっ
たが、平成２５年は
８月上旬の出穂期に
高温となったため胴
割粒が発生したの
で、下位等級指数が
あがった。
　また、新規需要米
の作付が増え、施設
の利用率は目標が達
成された。
飼料用米の荷受時期
をずらして施設の利
用率向上を目指す。
　麦については、作
付面積が新規需要米
の作付転換により減
少している。また、
今後も作付けが新規
需要米へ移行する傾
向にある。

下位等級指数に
ついて、出穂後
高温に経過した
ことや、収穫適
期の降雨により
適期収穫ができ
ず、胴割粒が多
発した。適期刈
り取りを徹底す
るよう引き続き
指導を行う。
また、施設の利
用率について
は、飼料用米の
作付け増に伴
い、立毛乾燥を
組み合わせるな
ど、荷受時期を
ずらすよう指導
し、利用率の向
上を図る。

成果目標の具
体的な実績①（対象

作物・
畜種等
名）①

市町
村名

成果目標の
具体的な実

績②
１年後
（平成
23年）

計画時
（平成
22年）

２年後
（平成
24年）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

３年後
（平成
25年）

３年後
（平成
25年）

成果目標の具体
的な内容①

負担区分（円）

１年後
（平成
23年）

事業実施主体の評価

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標
値
（平
成25
年）

都道府県の評価
２年後
（平成
24年）

成果目標の具
体的な内容②

事業実施後の状況②

計画時
（平成
22年）

（対象
作物・
畜種等
名）②

目標
値
（平
成25
年）

達成率



別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（栃木県　平成２６年度）
メ

ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費
備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

成果目標の具
体的な実績①（対象

作物・
畜種等
名）①

市町
村名

成果目標の
具体的な実

績②
１年後
（平成
23年）

計画時
（平成
22年）

２年後
（平成
24年）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）

事業実
施主体
名

事業実施後の状況①

３年後
（平成
25年）

３年後
（平成
25年）

成果目標の具体
的な内容①

負担区分（円）

１年後
（平成
23年）

事業実施主体の評価

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標
値
（平
成25
年）

都道府県の評価
２年後
（平成
24年）

成果目標の具
体的な内容②

事業実施後の状況②

計画時
（平成
22年）

（対象
作物・
畜種等
名）②

目標
値
（平
成25
年）

達成率

栃木
市

下野農
業協同
組合

土地利
用型作
物

（稲）

水稲の生産に要
する10a当たりの
物財費を8%以上

削減

53,900
円

53,900
円

53,900
円

49,800
円

49,50
0円

93.2%

育苗センター
利用推進及び
一発肥料普及
推進により物
財費を7.6%削

減

土地利
用型作
物

（稲）

水稲の生産に
要する10a当
たりの労働時
間を26%以上

削減

19.5hr 19.5hr 19.5hr 15.0hr
14.4h

r
88.2%

育苗セン
ターの利用
率向上によ
り育苗作業
の労力が軽
減。労働時
間を23.1%削

減。

育苗ハウス7棟
2,684㎡

育苗プラント建
屋

1棟484㎡

播種プラント1
式

77,701,050 26,933,000 0 0 50,768,050 H25.3.19

事業実施地区につい
ては、平成24年度ま
では藤岡・岩舟育苗
センターへ苗の供給
を依頼していた。平
成24年度の藤岡・岩
舟への依頼枚数は
12,188枚だったが、
平成25年度北部育苗
センター稼働により
当該地区の実績は
15,464枚と向上し
た。併せて、運搬作
業が軽減され作業効
率が向上した。

目標は達成でき
なかったもの
の、10a当たり
の物財費を
7.6%、労働時間
を23.1％削減し
たことは評価で
きる。
引き続き、物財
費及び労働時間
の削減に向け、
施設利用率の向
上について指導
する。

74.3%
総合
所見

都道府県平
均達成率

水稲の乾燥調製貯蔵施設整備の取り組みについては、出穂期の高温による影響が大きかったさくら市では、下位等級指数の目標が達成できなかった。適期刈り取りを徹底するよう引き続き指導が必要である。
また、施設の利用率が向上しない要因のひとつが、飼料用米と主食用米の荷受時期が重なっていることにあるため、飼料用米の荷受時期の調製と、生産者への周知を指導する。
水稲の育苗センター整備については、目標は達成できていないものの利用率の向上により事業の効果が現れているため、更なる利用推進により資材費と労働時間の削減について指導する。


